
○ふじみ野市公共基準点管理保全要綱 

平成２８年８月１７日 

告示第２１３号 

ふじみ野市公共基準点管理保全要綱（平成１９年ふじみ野市告示第８６号）の

全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、測量法（昭和２４年法律第１８８号）の規定に基づき、市

が道路法（昭和２７年法律第１８０号）に規定する認定道路上に設置した公共

基準点（以下「公共基準点」という。）の維持管理及び取扱いに関し必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「公共基準点」とは、市が設置し、管理保全（復旧測

量を含む。）する１級基準点、２級基準点、３級基準点及び４級基準点（相当

精度の基準点を含む。）であり、かつ、永久標識（金属鋲、標柱石、市鋲等を

いう。）及び測量成果をいう。 

（使用） 

第３条 公共基準点を使用して測量を実施しようとする者は、あらかじめ公共基

準点使用承認申請書（様式第１号）を市長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の申請が適正なものであると認めるときは、公共基準点使用承

認書（様式第２号）を申請者に交付するものとする。 

３ 公共基準点を使用した者は、速やかにその結果について公共基準点使用報告

書（様式第３号）により市長に報告しなければならない。 

４ 公共基準点の使用について必要な条件は、市長が別に定める。 

（工事施行の届出） 

第４条 公共基準点の付近で、次に掲げる公共基準点の効用に支障を来すおそれ

のある工事等を施行する場合、その工事等を施行する者（以下「工事施行者」

という。）は、あらかじめ工事施行届出書（様式第４号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 公共基準点から水平方向に対して１メートル以内で行う工事 

(2) 公共基準点から水平方向に対して１０メートル以内で行う工事であり、か

つ、車両及び重機等を使用するもの 

(3) 公共基準点から水平方向に対し、掘削底面又は土留めの先端が下方４５度

の線にかかる掘削、くい打ち又はくい抜きの工事 

(4) 前３号に掲げるもののほか、公共基準点の効用に支障を来すおそれのある

工事等であると市長が認めるもの 

２ 市長は、前項に規定する届出があった場合において、公共基準点を保全する

必要があると認めるときは、工事施行者に対し、適切な措置を指示することが



できる。 

（効用の確認） 

第５条 工事施行者は、前条第１項各号に掲げる工事が完了したときは、公共基

準点の効用に支障がないことの確認をするため、公共基準点の観測を行い、そ

の結果について工事完了日から起算して１５日以内に公共基準点確認報告書

（様式第５号）により、市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による確認は、当該工事の着手前と完了後との測量結果を対比す

ることにより行わなければならない。この場合において、測量の方法及び精度

並びに合否の判定は、市長が別に定める方法によらなければならない。 

（一時撤去又は移転） 

第６条 工事施行者は、第４条第１項各号に掲げる工事等により公共基準点を一

時撤去し、又は移転するときは、あらかじめ公共基準点一時撤去・移転承認申

請書（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請が適正なものであると認めるときは、公共基準点一時撤

去・移転承認書（様式第７号）を申請者に交付するものとする。この場合にお

いて、市長は、当該工事の施行に関し公共基準点を保全するために必要な条件

を付すことができる。 

３ 工事施行者は、公共基準点の一時撤去による原状回復及び移転が完了したと

きは、完了日から起算して１５日以内に公共基準点工事完了報告書（様式第８

号）により、市長に報告しなければならない。 

４ 第１項に規定する場合を除き、公共基準点の設置されている土地の所有者又

は占有者は、公共基準点を一時撤去又は移転する必要が生じたときは、あらか

じめ公共基準点一時撤去・移転協議書（様式第９号）を市長に提出しなければ

ならない。 

５ 前項の協議書が提出された場合、市長は、回答書（様式第１０号）により当

該土地の所有者又は占有者に回答するものとする。 

（原状回復等） 

第７条 工事施行者は、公共基準点を一時撤去し、又はその効用に支障を来した

ときは、現状に回復させなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、原状回復が困難であるときは、市長と協議の上、

その構造又は位置について変更することができるものとする。 

３ 工事施行者以外の者が、故意又は過失により公共基準点を滅失又はき損した

ときは、前２項の規定を適用する。 

（一時撤去、移転及び原状回復等の施行者） 

第８条 前３条に規定する効用の確認、一時撤去又は移転及び原状回復等は、測

量士、測量士補又は土地家屋調査士の資格を有し、かつ、基準点測量作業の実

務経験を有する者に観測及び施行をさせなければならない。 

（費用負担） 



第９条 第４条から第７条までの規定における工事施工の届出、効用の確認、一

時撤去又は移転及び原状回復等に要する費用は、工事施行者（第６条第４項の

場合にあっては、土地の所有者又は占有者）が負担しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、その費

用について全部又は一部を免除することができる。 

（市が所管する工事及び土地への準用） 

第１０条 市が所管する工事で公共基準点の効用に支障を来すおそれのあるもの

については、第４条、第５条、第６条第４項及び第５項、第７条並びに第８条

の規定を準用する。この場合において、第４条第１項中「工事等を施行する者

（以下「工事施行者」という。）」とあるのは「担当課長」と、同条、第５条

第１項、第６条第４項及び第５項並びに第７条第２項中「市長」とあるのは「道

路課長」と、第６条第４項中「公共基準点の設置されている土地の所有者又は

占有者は、」とあるのは「工事施行者は、市が所管する工事により」と読み替

えるものとする。 

２ 市の所有又は占有に係る土地で公共基準点が設置されているものについては、

第６条第４項及び第５項の規定を準用する。この場合において、同条第４項中

「土地の所有者又は占有者」とあるのは「土地の所有又は占有について所管す

る担当課長」と、同条第４項及び第５項中「市長」とあるのは「道路課長」と

読み替えるものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 


